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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　テープディスペンサに用いられるリール組立体であって、
　供給リールと、巻取りリールと、を有し、供給リール及び巻取りリールは、その一方の
回転により、供給リールと巻取りリールとの間のすべりを可能にする粘性材料を介して、
他方を回転させるように連結され、
　更に、粘性材料を保持するための隙間を供給リールの少なくとも一部と巻取りリールの
少なくとも一部との間に維持するための少なくとも１つの寸法制御手段を有することを特
徴とするリール組立体。
【請求項２】
　粘性材料は、供給リールと巻取りリールを互いに結合し、テープディスペンサから小出
しされているテープを適正に張るために供給リールと巻取りリールとの間の制御された抵
抗をもたらすことを特徴とする請求項１記載のリール組立体。
【請求項３】
　巻取りリールは、連結部分を有し、供給リールは、連結部分を有し、粘性材料は、巻取
りリールの連結部分と供給リールの連結部分との間に設けられていることを特徴とする請
求項１記載のリール組立体。
【請求項４】
　巻取りリールの連結部分と供給リールの連結部分は、実質的に円板の形をした領域を構
成し、粘性材料は、前記領域内に設けられていることを特徴とする請求項３記載のリール
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組立体。
【請求項５】
　粘性材料は、シリコーン物質から成ることを特徴とする請求項１記載のリール組立体。
【請求項６】
　粘性材料は、シリコーンガムとシリコーン流体の混合物から成ることを特徴とする請求
項５記載のリール組立体。
【請求項７】
　供給リールは、修正テープのロールを保持するテープキャリヤ表面を有し、巻取りリー
ルは、使用済みテープを受け取るテープキャリヤ表面を有し、供給リールのテープキャリ
ヤ表面及び巻取りリールのテープキャリヤ表面はそれぞれ直径を有し、また、供給リール
のテープキャリヤ表面の直径は、巻取りリールのテープキャリヤ表面の直径よりも小さい
ことを特徴とする請求項１記載のリール組立体。
【請求項８】
　シールが、巻取りリールと供給リールとの間に設けられ、前記シールは、粘性流体を巻
取りリールと供給リールとの間に保持するような寸法形状になっていることを特徴とする
請求項１記載のリール組立体。
【請求項９】
　シールは、巻取りリールの壁から外方に延びていることを特徴とする請求項８記載のリ
ール組立体。
【請求項１０】
　シールは、粘性材料の付近で供給リールと巻取りリールとの間に設けられた独立部材で
あることを特徴とする請求項８記載のリール組立体。
【請求項１１】
　少なくとも１つのリブが、供給リール及び巻取りリールのうち少なくとも一方に設けら
れ、少なくとも前記１つのリブは、粘性材料内に設けられることを特徴とする請求項１記
載のリール組立体。
【請求項１２】
　少なくとも１つのリブは、同心リブ及び半径方向リブから成る群から選択された少なく
とも１つであることを特徴とする請求項１１記載のリール組立体。
【請求項１３】
　表面処理が、供給リール及び巻取りリールのうち少なくとも一方に施され、表面処理は
、粘性材料を介する供給リールと巻取りリールとの間の摩擦を増大させることを特徴とす
る請求項１記載のリール組立体。
【請求項１４】
　寸法制御手段は、巻取りリールの表面に当接する供給リールの円筒形壁を有することを
特徴とする請求項１記載のリール組立体。
【請求項１５】
　供給リール及び巻取りリールのうち少なくとも一方と連係していて、供給リール及び巻
取りリールのうち一方を他方のリールに対して回転させるノブを更に有していることを特
徴とする請求項１記載のリール組立体。
【請求項１６】
　修正テープディスペンサのリール組立体を収容するカートリッジであって、請求項１記
載のリール組立体と、リール組立体を収容する本体とを有し、前記本体には、テープを出
し入れする少なくとも１つの開口部が設けられていることを特徴とするカートリッジ。
【請求項１７】
　本体は、下シェル部分と連結関係にある上シェル部分を有し前記本体は、修正テープデ
ィスペンサに挿入可能な寸法形状になっていることを特徴とする請求項１６記載のカート
リッジ。
【請求項１８】
　修正テープディスペンサであって、
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　修正テープディスペンサの外部を形成する本体と、
　前記本体内に配置されていて、粘性クラッチを有するリール組立体と、を有し、前記リ
ール組立体は、供給リールと、巻取りリールと、を有し、供給リール及び巻取りリールは
、その一方の回転により、供給リールと巻取りリールとの間のすべりを可能にする粘性材
料を介して、他方を回転させるように連結され、
　更に、粘性材料を保持するための隙間を供給リールの少なくとも一部と巻取りリールの
少なくとも一部との間に維持するための少なくとも１つの寸法制御手段と、
　前記本体内に配置されたディスペンサチップと、を有し、前記ディスペンサチップは、
本体から延びる一部を有していることを特徴とする修正テープディスペンサ。
【請求項１９】
　リール組立体は、修正テープディスペンサの本体から延びるボスに取り付けられている
ことを特徴とする請求項１８記載の修正テープディスペンサ。
【請求項２０】
　供給リールは、未使用の修正テープを収容し、巻取りリールは、使用済みの修正テープ
を収容し、また、巻取りリールは、連結部分を有し、供給リールは、連結部分を有し、粘
性材料は、巻取りリールの連結部分と供給リールの連結部分との間に設けられていること
を特徴とする請求項１８記載のリール組立体。
【請求項２１】
　巻取りリールの連結部分と供給リールの連結部分は、実質的に円板の形をした領域を構
成し、粘性材料は、前記領域内に設けられていることを特徴とする請求項２０記載のリー
ル組立体。
【請求項２２】
　粘性材料は、供給リールと巻取りリールとの間に制御された抵抗をもたらすようになっ
ていることを特徴とする請求項２０記載の修正テープディスペンサ。
【請求項２３】
　粘性材料は、少なくともシリコーン流体とシリコーンガムの混合物であることを特徴と
する請求項１８記載の修正テープディスペンサ。
【請求項２４】
　粘性材料は、シリコーン物質であることを特徴とする請求項１８記載の修正テープディ
スペンサ。
【請求項２５】
　表面処理が供給リール及び巻取りリールの連結部分のうち少なくとも一方に施され、表
面処理は、粘性材料に接触することを特徴とする請求項２２記載の修正テープディスペン
サ。
【請求項２６】
　リール組立体に取り付けられ、リール組立体からディスペンサチップの周りに延びそし
てリール組立体に戻る修正テープを更に有し、ディスペンサチップは、修正テープを貼付
するためのものであることを特徴とする請求項１８記載の修正テープディスペンサ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
〔発明の分野〕
本発明は一般に、修正フィルムを基材表面に貼付するディスペンサに関する。本発明は特
に、修正テープに適正な張力を維持する粘性クラッチを利用した修正テープディスペンサ
用のリール組立体に関する。
【０００２】
〔発明の背景〕
修正フィルムを表面に貼付するよう設計された多数の器具が知られている。修正フィルム
は、基材の表面にくっ付く接着面を有し、一般に、キャリヤテープ上に設けられている。
修正フィルムは典型的には、圧力を基材の表面のところでテープに加えることにより基材
表面にくっ付けられる。従来公知の器具の例としては、米国特許第５，３１０，４３７号
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明細書、米国特許第５，９４２，０３６号明細書及び米国特許第６，０６２，２８６号明
細書に記載されているものが挙げられる。この種の修正テープはタイプライターにも利用
されている。タイプライターに利用されている修正テープカートリッジの例は、米国特許
第４，３５０，４５３号明細書に記載されている。
【０００３】
修正テープディスペンサは、種々の形態を取っており、一般に、修正フィルム及びキャリ
ヤテープを収容した供給リール又はスプール及び使用後にテープを受け取る第２の巻取り
スプール又はリールを有するハウジングで形成されている。テープは、ハウジングから延
びるアプリケータ部材上に送られる。器具は、ユーザの手に保持され、ユーザは、フィル
ムをテープから表面に移着させるのに十分な圧力を表面上のアプリケータ部材に加える。
【０００４】
ディスペンサは、基材表面上でテープを動かすことにより、テープが供給リールから巻き
出され、その間、テープの張力を維持して供給リールの回転により、巻取りリールが使用
済みテープを巻き取って受け入れるように設計されている。テープの張力を維持してテー
プを巻取りリールに巻き付けることができるが、張力がテープをちぎるほど大きくあって
はならないことが望ましい。適正な張力を維持するため、通常、巻取りリールと供給リー
ルを互いに結合するクラッチが設けられている。クラッチは、アプリケータ部材上へのテ
ープの効果的な送りを保証するようテープの適正な張力を維持しながら貼付中における滑
りを可能にする。
【０００５】
アプリケータ器具は、例えば米国特許第５，３１０，４３７号明細書に開示されているシ
ングルリール設計又は例えば米国特許第６，０６２，２８６号明細書に開示されているダ
ブルリール設計を有する場合がある。シングルリールディスペンサは、供給リールと巻取
りリールが共通軸線に沿って整列するものであり、ダブルリールディスペンサは、典型的
には、２つの互いに異なる軸線を有している。
【０００６】
米国特許第５，３１０，４３７号明細書は、供給リールの直径が巻取りリールの直径より
も小さな器具を記載している。巻取りリールは、複数の刻み及びテープが刻み上を通って
いるときに使用済みテープに載る弧状板ばねを有している。テープは、巻取りリールに巻
き付かない。そうではなく、テープは、巻取りリール上を通って貯蔵され又は切断される
。巻取りリールと供給リールの直径の差に起因して、テープは、供給リールの外面から巻
き出される直線速度よりも巻取りリールの刻み上を早い直線速度で動かされる。これが生
じると、刻みと板ばねとの間に滑りが生じ、供給リールから巻取りリールへのテープの移
動全体を通じて張力をテープに維持する。板ばねは刻みと協働して、巻取りリールと供給
リールとの間に一種の滑りクラッチを形成する。
【０００７】
米国特許第６，０６２，２８６号明細書は、互いに異なるシャフトに取り付けられた２つ
のリールを備えると共に供給速度と巻取り速度を同期させるクラッチを有する器具を記載
している。供給リールは、ケース本体の内側部と一体成形された支持シャフトに取り付け
られている。巻取りリールは、別個の支持シャフトに取り付けられた状態で使用済みテー
プを回収する。クラッチ機構は、係合凸起と係合支持部材とを有している。係合凸起は、
摩擦係合部材として働く。
【０００８】
信頼性が高く、構造が簡単でしかも製造が安価な改良型クラッチ機構を提供することが望
ましい。
【０００９】
〔発明の概要〕
本発明は、テープディスペンサに用いられるリール組立体、リール組立体を収容するカー
トリッジ及びテープディスペンサ、好ましくは、修正テープディスペンサに関する。本発
明の一実施形態のリール組立体は、供給リールと、供給リールと連結関係をなす巻取りリ



(5) JP 4104977 B2 2008.6.18

10

20

30

40

50

ールと、供給リールと巻取りリールとの間に設けられた粘性材料とを有する。粘性材料は
、供給リールと巻取りリールとの間に位置するクラッチとしての役目を果たし、テープデ
ィスペンサから小出しされているテープを適正に張るために供給リールと巻取りリールと
の間に制御された抵抗をもたらす。
【００１０】
巻取りリールは、供給リールの連結部分と連結する連結部分を有する。粘性材料は、供給
リールの連結部分と巻取りリールの連結部分との間に設けられている。供給リールと巻取
りリールの連結部分相互間の領域は実質的に円板の形をしているのがよい。粘性材料は、
シリコーン流体であるのがよい。変形例として、粘性材料は、シリコーンガムとシリコー
ン流体の混合物であってもよい。
【００１１】
シールを巻取りリールと供給リールとの間に設けるのがよく、このシールは、巻取りリー
ルと供給リールとの間に粘性流体を保持するような寸法形状のものであるのがよい。シー
ルは、巻取りリールの壁から外方に延びていて、これと一体であるのがよい。変形例とし
て、シールは、粘性材料の付近で供給リールと巻取りリールとの間に設けられた独立の部
材であってもよい。
【００１２】
リール組立体は、供給リールと巻取りリールとの間に働く摩擦を増大させる機構を有する
のがよい。本発明の一実施形態では、少なくとも１つのリブを供給リール及び巻取りリー
ルのうち少なくとも一方に設けるのがよい。リブは、粘性材料と連係するためのものであ
る。リブは、同心リブであっても半径リブであってもよい。変形例として、又はこれと組
み合わせて、表面処理を供給リール及び巻取りリールのうち少なくとも一方に施してもよ
い。表面処理も又、粘性材料と連係関係にある。寸法制御手段をリール組立体に設けるの
がよい。寸法制御手段により、粘性材料を保持する領域が供給リールの少なくとも一部と
巻取りリールの少なくとも一部の間に維持されるようになる。寸法制御手段は、巻取りリ
ールの表面に当接する供給リールの円筒形壁を有するのがよい。
【００１３】
供給リールは、修正テープのロールを保持するテープキャリヤ表面を有する。巻取りリー
ルは、使用済み修正テープを受け取るテープキャリヤ表面を更に有するのがよい。テープ
キャリヤ表面は共に直径を有し、供給リールのテープキャリヤ表面の直径は、巻取りリー
ルのテープキャリヤ表面の直径よりも小さい。供給リールは軸線を有し、巻取りリールも
軸線を有する。一実施形態では、巻取りリールの軸線は、供給リールの軸線とは同軸では
ない。
【００１４】
リール組立体は、供給リール及び巻取りリールのうち少なくとも一方と連係していて、供
給リールを巻取りリールから自由にするために供給リール及び巻取りリールのうち一方を
他方のリールに対して回転させるノブを更に有するのがよい。
【００１５】
本発明の一実施形態は又、テープディスペンサ、好ましくは、修正テープディスペンサの
リール組立体を収容するカートリッジに関する。カートリッジは、リール組立体及びリー
ル組立体を収容する本体を有する。本体には、テープを出し入れする少なくとも１つの開
口部が設けられている。本体は、上シェル部分及び下シェル部分を有するのがよく、上下
のシェル部分は、互いに連結関係をなす。本体は、テープディスペンサ、好ましくは、修
正テープディスペンサに収納可能な寸法形状になっている。
【００１６】
本発明は又、別の実施形態では、本体、リール組立体、ディスペンサチップ及びテープを
有するテープディスペンサに関する。本体は、テープディスペンサの外部を形成する。テ
ープディスペンサは、好ましくは、修正テープディスペンサである。リール組立体は、本
体内に配置され、粘性クラッチを有している。ディスペンサチップは、本体内に配置され
、本体から延びる一部を有している。テープは、リール組立体に取り付けられ、リール組
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立体からディスペンサチップの周りを通りリール組立体に戻る。リール組立体をテープデ
ィスペンサの本体から延びるボスに取り付けるのがよい。
【００１７】
リール組立体は、巻取りリール及び供給リールを有する。供給リールは、未使用（修正）
テープのロールを収容し、巻取りリールは、使用済み（修正）テープを収容する。巻取り
リールは、供給リールの連結部分と連結する連結部分を有し、粘性クラッチは、巻取りリ
ールの連結部分と供給リールの連結部分との間に位置している。供給リールの連結部分と
巻取りリールの連結部分との間に構成される領域は、実質的に円板の形をしているのがよ
い。
【００１８】
粘性クラッチは、巻取りリールの連結部分と供給リールの連結部分との間に設けられた粘
性材料から成る。粘性材料は、供給リールから巻取りリールに小出しされているテープ（
修正テープ）を適正に張るために供給リールと巻取りリールとの間に制御された抵抗をも
たらす。粘性材料は、シリコーン物質であるのがよい。一実施形態では、粘性材料は、少
なくともシリコーンガムとシリコーン流体の混合物である。
表面処理を供給リール及び巻取りリールの連結部分のうち少なくとも一方に施すのがよい
。表面処理は、粘性材料と密に接触した状態にあるのがよい。加うるに、巻取りリール及
び供給リールのうち少なくとも一方を手動で回転させるノブをリール組立体と連係させる
のがよい。ノブは、本体の外部から接近可能である。
本発明の好ましい特徴が、添付の図面に記載されており、図中、同一の符号は同一の要素
を示している。
【００１９】
〔実施形態の詳細な説明〕
本発明は、一特徴として、粘性クラッチを有するリール組立体に関する。リール組立体は
一般に、修正テープディスペンサ又は交換用カートリッジに用いられることを目的として
いる。しかしながら、他の用途、例えば、リール組立体を利用する用途は、本発明のクラ
ッチの使用から利益を受けることが見込まれ、かかる用途は、本発明の範囲に属すると考
えられる。
【００２０】
本発明の一実施形態のリール組立体を有する修正テープディスペンサが、図１～図３に示
されている。図示の修正テープディスペンサは、単一リール形態のものであり、巻取りリ
ール及び供給リールを有している。このディスペンサは、テープ又は修正テープがどのよ
うなタイプのものであるかは本発明にとって重要ではないので、修正テープを省いた状態
で示されている。加うるに、ディスペンサがどのようなタイプのものであるかは、任意タ
イプのディスペンサの設計が本発明から利益を受けると見込まれるので、これ又本発明に
とって重要ではない。加うるに、単一のリールディスペンサが示されているが、二重又は
他のリール形態も又、本発明の粘性クラッチから利益を得るであろう。
【００２１】
図１～図３を参照すると、修正テープディスペンサ１０は、内部要素を備えた外部ハウジ
ング１２を有するものとして示されている。外部ハウジング１２は、２つの部品、即ち、
上シェル部分１４及び下シェル部分１６を有している。上シェル部分１４と下シェル部分
１６は、周辺リップ１５に沿って互いに嵌合して修正テープディスペンサ１０の内部要素
を収容し、全体的にこれらを包囲するように形作られている。ディスペンサ１０は、ディ
スペンサチップ（先端部）１８及びリール組立体２０を更に有している。ディスペンサチ
ップ１８は、ハウジング１２に設けられた開口部２２内に位置しており、ハウジング１２
の内部と外部の両方に延びている。リール組立体２０は好ましくは、ボス２４に取り付け
状態で保持されており、このボス２４は、ハウジング１２の一体部分として形成されたも
のであるのがよい。リール組立体２０は、ボス２４の回りに回転することができる。
【００２２】
リール組立体２０は、以下に詳細に説明するように、修正テープ（図示せず）を保持する
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。リール組立体２０は、供給リール３０及び巻取りリール４０を有している。１本のテー
プ、リボン又は材料のストリップが、供給リール３０から延びていて、ハウジング１２に
設けられた開口部２２から出て、ディスペンサチップ１８の周りを通りハウジング内へ戻
り、そして巻取りリール４０に至るよう案内される。ディスペンサチップ１８は、好まし
くは比較的尖ったエッジ２６を有し、このエッジは、修正テープが貼付される表面にテー
プを押し付けるのに用いられる。テープは、この場合、好ましくは、修正組成物の被膜を
担持した材料のリボン又はストリップから成っている。リボンを紙、プラスチック又は他
の材料から作るのがよい。被膜は好ましくは、リボンがディスペンサチップ１８の周りを
通るときリボンの外側に位置決めされる。テープは、材料の任意タイプのリボン又はスト
リップであってよく、好ましくは、キャリヤリボンの片側に被着された修正組成物被膜の
層を有している。被膜をディスペンサチップ１８を利用して表面にいったん被着させると
、キャリヤリボンの形態をした使用済みテープがリール組立体２０の巻取りリール４０に
巻き付けられて貯蔵される。ディスペンサ１０は好ましくは、ユーザの手に保持されるよ
うになっている。
【００２３】
供給リール３０と巻取りリール４０は、一方の回転により他方が回転するよう互いに連結
されている。未使用状態の修正テープロール（図示せず）が供給リール３０に取り付けら
れている。修正層を表面に被着させた後、巻取りリール４０は自動的に使用済みテープを
回収する。
【００２４】
使用にあたり、ディスペンサ１０は好ましくは、ユーザの手の中に保持され、ディスペン
サチップ１８を紙（又は他の基材表面）上に押し当ててそのエッジ２６が好ましくはテー
プをその幅全体にわたって表面に押し付けるようにする。修正組成物は、接着剤の性質を
有し、そのキャリヤリボンよりもテープへの粘性性が高く、したがって、チップ１８を紙
表面を横に変位させると、チップ１８はリボンに対して滑り、テープが供給リール３０か
ら引き出されるようになる。その結果としての供給リールの回転により、巻取りリール４
０が回転し、テープに実質的に一定の張力が維持され、巻取りリール４０は使用済みテー
プを巻き取るようになる。このようにすると、修正組成物の連続ストリップを紙上に貼付
することができ、ストリップは、ディスペンサチップ１８の移動した距離に一致した長さ
を有する。
【００２５】
供給リール３０は、リボン上に付着状態の修正組成物を有する修正テープのロールを支持
するような寸法形状になっている。巻取りリール４０は、修正組成物をリボンから取り出
して表面上に被着させた後リボンを支持するような寸法形状になっている。しかしながら
、巻取りリール４０は又、テープの未使用部分、例えば、表面に被着されないが、依然と
して巻取りリール４０に巻き取られている部分を収容するような寸法形状になっているこ
とは注目されるべきである。
【００２６】
供給リール３０と巻取りリール４０は、ボス２４又はポスト（図１～図３参照）によって
定められた供給軸線Ｘ－Ｘの回りに回転自在である。リール３０，４０は、テープが供給
リール３０から引き出されるのに応動して供給リール３０が回転すると、巻取りリール４
０が回転するように互いに結合されている。より好ましくは、リール３０，４０は、粘性
クラッチ５０によって互いに結合されており、この粘性クラッチにより、供給リール３０
に対する巻取りリール４０の滑りが可能になり、したがって、リール４０がリール３０と
は異なる角速度で回転できるようになっている。粘性クラッチ５０は、好ましくは巻取り
リール４０と供給リール３０の連結セクションの部分の相互間に位置する粘性材料５２を
有している。
【００２７】
作用を説明すると、供給リール３０に取り付けられた未使用修正テープゴールの外形は、
減少し、他方、巻取りリール４０に巻き取られた使用済みテープの外径は増大する。かく
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して、各リール上のリボン材料の直径は、修正テープの使用につれて変化し、互いに異な
る場合が多い。供給リール３０上のテープの直径が、巻取りリールに集められたリボンの
直径よりも大きいと、供給リールの一回転により、巻取りリールの一回転で集められる長
さよりも長いテープが巻き出され、弛みが２つのリールの相互間に生じる場合がある。こ
れとは逆に、供給リール３０が巻取りリール４０のリボン直径よりも小さなテープ直径を
有している場合、供給リールの一回転により、巻取りリール４０の一回転により回収する
量よりも少ない量のテープが巻き出され、それにより、テープに大き過ぎる張力が加わり
、その結果、ちぎれる恐れがある。かかる事態を防止するため、２つのリールを、供給リ
ールの回転により巻取りリールが回転し、しかもリールが互いに異なる角速度又は回転速
度を有することができるよう結合する必要がある。粘性継手により、リール３０，４０は
互いに対して滑って互いに異なる回転速度を持つことができるようなる。換言すると、ク
ラッチ５０を用いなければ、巻取りリール４０の巻取り速度は、供給リールの巻出し速度
よりも経時的に異なる。供給リール３０と巻取りリール４０が非同期状態であれば、その
結果として、使用済みテープに大き過ぎるために又は大き過ぎる張力が生じることになる
。粘性クラッチ５０は、供給リール３０と巻取りリール４０の回転を同期させて巻取りリ
ール４０の巻取り速度が、供給リール３０からの修正テープの巻出し速度とほぼ同一であ
る速度の状態にあるようにする。
【００２８】
図５Ｄに示すように、粘性材料５２は好ましくは、巻取りリール４０のクラッチ表面４２
と供給リール３０のクラッチ表面３２との間に設けられている。これらクラッチ表面３２
，４２は図示の実施形態では円筒形である。連結クラッチ面３２，４２相互間に生じる領
域Ｂは、粘性材料５２の実質的に円板の形をした領域となる。粘性材料５２をクラッチ表
面３２，４２相互間に保持するのがよく、或いは、クラッチ表面３２，４２とそれぞれ連
係した供給リール及び巻取りリール筒体のそれぞれの内側部３６，４６に沿って円筒形表
面を越えて延びてもよい。
【００２９】
所望ならば、粘性材料５２を２つのリール３２，４２相互間に保持するためにシール６０
を供給リール３０と巻取りリール４０の間に設けるのがよい。このシール６０を供給リー
ル３０又は巻取りリール４０のいずれかと一体成形してもよく、或いは、別々に形成して
２つのリール相互間に挿入してもよい。別個のシールは、例えばゴムで作られたものであ
るのがよい。幾つかのシール形態の例が、図６Ａ及び図６Ｂに示されている。使用できる
タイプのシールの一例は、ラビリンスシール又はＯリングである。好ましいＯリングは、
ペンシルベニア州ニュータウン所在のペルモア・ラボラトリーズ（Pelmor Laboratories 
）によって供給されるフルオロエラストマーで作られる。図６Ａは、左側に設けられ、巻
取りリール４０と一体の単一のシール６０を示している。図６Ａの右側には、巻取りリー
ル４０と供給リール３０との間に位置決めされた３つのＯリングシール６２が示されてい
る。図６Ｂは又、２つの互いに異なるシールの形態を示している。左側では、単一のシー
ル６４が、供給リール３０から外方に延びている。図６Ｂの右側面図では、２つの互いに
並んで位置するシール６６が設けられている。シール６０，６２，６４，６６は、リール
と一体であってもよく、又は、これらとは別体であってもよい。図６の左側のシールは、
図６の右側のシールとは異なっている。ただし、これは、説明の都合に過ぎない。明らか
なこととして、両側のシールは好ましくは、任意の実際のリールの組立体において同一で
ある。ただし、これは本発明にとって重要ではない。
【００３０】
図６Ｃは、粘性材料５２のクラッチ５０内に維持するためにクラッチ領域内に形成できる
別の形態のシールを示している。この実施形態では、円筒形壁６５が、巻取りリールクラ
ッチ表面４２の周囲の周りに下方に延びている。相補形状の凹み６７は、供給リールクラ
ッチ表面クラッチ３２の周囲の周りに設けられていて、円筒形壁６５が凹み６７に嵌まり
込むようになっている。隙間が、領域Ａが好ましくはクラッチ表面３２，４２相互間に得
られるよう隙間が設けられている。粘性材料５２は、クラッチ表面３２，４２相互間の領
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域Ａに配置されている。凹み６７に嵌まり込む円筒形壁６５を用いることにより、粘性材
料５２を維持する包囲領域がクラッチ表面３２，４２相互間に形成されている。
他形式のシールも又、本発明の範囲に属するものである。クラッチに用いられる材料の形
状に応じて、シールが有利に使用されるのがよい。例えば、巻取りリール４０と供給リー
ル３０との間の空間から逃げ出る可能性が高い材料では、シールが必要な場合がある。し
かしながら、逃げ出る、したがって、シールを必要としない例えば以下に説明するような
他の材料が存在する。したがって、必要な場合又は所望の場合、シールを用いることがで
きるが、これは本発明にとっては重要ではない。また、リール組立体、カートリッジ又は
ディスペンサの他の部分相互間にシールを用いてもよい。変形例として、シール以外の物
質又は流体を用いて粘性材料をクラッチ内に維持してもよい。例えば、フルオロシリコー
ンエラストマーを用いると粘性材料５２をクラッチ５０内に保持することができる。
【００３１】
供給リール３０と巻取りリール４０の連結クラッチ面３２，４２を実質的に円筒形のもの
として説明して図示したが、クラッチ表面３２，４２及び粘性クラッチ５０について他の
形状を用いてもよいことは注目されるべきである。例えば、クラッチ表面は、粘性材料が
互いに連結された円錐相互間に層を形成するよう円錐の形をしていてもよい。他の形状、
例えば、連結されたバケット、凹面、凸面又は他の形状は、本発明の範囲に属すると考え
られる。本発明は、特定の合致する表面形状には限定されない。
【００３２】
再び図４Ａ～図４Ｄを参照すると、供給リール３０は、修正テープのロールを支持する棚
部の形態をしたテープキャリヤ表面３４を有し、巻取りリール４０は、使用済み修正テー
プのロールを支持する棚部の形態をしたテープキャリヤ表面４４を有している。供給リー
ルテープのキャリヤ表面３４の直径は好ましくは、巻取りリールのテープキャリヤ表面４
４の直径よりも小さい。修正テープが供給リール３０から巻取りリール４０に走行してい
るとき、修正テープに適正な張力を与えるのを助けるために小径の供給リールテープキャ
リヤ表面３４が用いられる。
供給リールテープキャリヤ表面３４及び巻取りリールテープキャリヤ表面４４の直径を、
粘性材料５２の形状に基づいて粘性クラッチ５０内に配置されるよう選択された適正な張
力をもたらすよう設定するのがよい。
【００３３】
大径の巻取りリールテープキャリヤ表面４４に対し、小径の供給リールテープキャリヤ表
面３４を設ける１つの理由は、キャリヤリボン上の修正組成物が基材表面に貼付した後の
テープの厚さの変化を見越していることにある。特に、貼付前、供給リール３０上のテー
プは、キャリヤリボンと修正テープの組成物の両方を含む。ただし貼付中、修正組成物は
、キャリヤリボンから実質的に除かれ、表面に貼付され、それにより、後に空のキャリヤ
リボンが残る。このキャリヤリボンの厚さは、元の修正テープに対し減少している。かく
して、キャリヤリボンが巻取りリール４０に巻き付けられると、リール４０上に必要なス
ペースは少ない。その結果、巻取りリール４０上のリボンの直径は、供給リール３０上の
未使用状態の修正テープの直径に対し減少している。大径巻取りリールテープキャリヤ表
面４４を設けることは、供給リール３０上の修正テープの直径を巻取りリール４０上に集
められたキャリヤリボンの直径に等しくするのに役立ち、したがって、クラッチ５０は、
供給リールと巻取りリールの回転速度の大きなばらつきに対応する必要がないようになっ
ている。
【００３４】
さらに、図４Ａ～図４Ｄに示すように、供給リールの３０は、修正テープのロールを定位
置に保持するテープ又はリール側部分３８を有している。巻取りリール４０も又、使用済
み修正テープのロールを保持するテープ又はリール側部分４８を更に有している。各側部
３８，４８は好ましくは、未使用又は使用済み修正テープのロール全体をそれぞれ保持す
るのに十分な長さのものである。図４Ｄに示すように、巻取りリール４０の側部４８は、
供給リール３０の側部３８の長さよりも短い長さのものであることが見込まれる。ただし
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、これは本発明にとって重要ではない。各側部３８，４８は、少なくとも使用済み又は未
使用修正テープのロール全体をそれぞれ保持するのに十分であることが好ましい。
【００３５】
巻取りリール４０及び供給リール３０は、上シェル部分１４上に又はカートリッジ（図５
Ａに示す）上に形成されるボス２４と連結（嵌合）する部分を更に有する。図４Ｄに示す
ように、巻取りリール４０は、ボス２４と連結（嵌合）する車軸ボス５４を有し、供給リ
ール３０は、下シェル部分１６に設けられた溝５８と連結（嵌合）する車軸ボス５６を有
している。図示の単一のリール構成例では、車軸ボス５６は好ましくは、巻取りリール車
軸ボス５４と同一の軸線に沿って整列し、したがって、巻取りリール４０及び供給リール
３０は、共通軸線Ｘ－Ｘを中心として回転するようになっている。しかしながら、本発明
は、リールの軸が整列しない二重リール設計にも適用できることは注目されるべきである
。
【００３６】
粘性材料５２は、供給リール３０を巻取りリール４０に機械的に連結する。テープを供給
リール３０から巻取りリール４０に小出しすることにより伝達される機械的な力は、クラ
ッチ５０の粘性材料５２を介して伝達される。粘性材料５２により、巻取りリール４０は
、使用中滑ることができ、したがって、テープの張力はテープがちぎれるまで又は性能が
落ちる程度まで増大しない。
【００３７】
粘性材料５２は好ましくは、巻取りリール４０と供給リール３０との間の領域Ｂに設けら
れている。多種多様な粘性材料を粘性クラッチ５０に利用することができる。粘性材料５
２は、液体、ゲル、固体、他の材料又はこれらの組み合わせであってよい。好ましい実施
形態では、粘性材料は、低粘度オルガノシロキサン、例えば、シリコーン液体と高粘度ガ
ム、例えば、シリコーンゲルとの混合物である。低粘度オルガノシロキサンを用いると、
シリコーンガムの高い粘度を減少させ、又は調整することができる。ガムとシロキサンの
比を調節すると、巻取りリールと供給リールとの間の好ましい抵抗特性を達成することが
できる。シロキサンとガムの組み合わせを好ましくは十分に混合させると均質混合物が形
成される。
【００３８】
好ましい低粘度オルガノシロキサンは、ミシガン州テクムセに所在のシル－テック（Sil 
－Tech）コーポレイションによって製造されている。かかる低粘度材料としては、次のも
のが挙げられる。
【００３９】
(表１)
コード名称　　　　　　　　　　粘　　　度
ＳＴ－１４　　　　　　　０．６５センチストークス
ＳＴ－１６　　　　　　　１．０センチストークス
ＳＴ－１８　　　　　　　１．５センチストークス
ＳＴ－２０　　　　　　　２．０センチストークス
ＳＴ－１５　　　　　　　１５センチストークス
ＳＴ－２２　　　　　　　５００センチストークス
【００４０】
好ましいシリコーンゲル（これは、一般にシリコーンガムとも呼ばれている）は、粘度が
２４，０００センチストークスのＳＴ－２９及び粘度が２００万センチストークスのＳＴ
－９２０である。好ましい混合物の例としては、ＳＴ－９２０とＳＴ－２２を組み合わせ
たもの（ポリジメチルシロキサン）が挙げられる。これら材料は好ましくは、約１：１の
量で混合される。
【００４１】
他のタイプの材料も又利用できる。例えば、シリコーン液、ポリブチレン又はダイラタン
ト流体を使用できる。化学的等級としてシリコーンが好ましい。というのは、これは不活
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性であって安定性があるからである。粘性材料は、透明であってもよく、無色であっても
よく、濁っていてもよく、ペースト状であってもよく、着色されたものであってもよい。
もし美観上の理由で望ましければ着色剤を粘性材料に添加してもよい。粘性材料の色は、
本発明の必須の要件ではない。
【００４２】
図５Ａ～図５Ｄを参照すると、本発明の別の実施形態が、上シェル７２、下シェル７４及
び本発明のリール組立体２０を有するカートリッジ７０を含むものとして示されている。
上シェル７２は、開口部７３を備えた状態で示されている。開口部７３を設けるかどうか
は任意であり、これら開口部は、カバーの製造の際に用いられる材料の量を減少させるた
めに利用される。変形例として、開口部７３は、どれほど多くのテープが供給リール３０
に残っているかを確かめるために視認窓としての役目を果たすことができる。開口部７３
を上シェル７２と下シェル７４の両方に設けるのがよい（下シェル７４には示されていな
い）。
【００４３】
カートリッジ７０は、修正テープをディスペンサチップ（図５Ａ～図５Ｄには示されてい
ない）に送り出すことができる開口部７６を有している。カートリッジ７０を修正テープ
ディスペンサの交換用テープカートリッジとして用いることができる。リール組立体２０
の拡大図が、図５Ｄに示されており、このリール組立体２０は、厚さＡ及び領域Ｂを有し
、この領域Ｂでは、粘性材料５２が粘性クラッチ５０内に位置している。上シェル７２は
、巻取りリール４０と嵌合するボス２４を有し、下シェル７４は、供給リール３０と嵌合
する部分５８を有している。
【００４４】
カートリッジ７０はリール組立体がカートリッジの内部に設けられた状態で外シェルを有
するものとして示されているが、交換可能なカートリッジの他の形態も又本発明の範囲に
属する。例えば、交換用カートリッジは、外シェルを有することは要件ではない。交換用
「カートリッジ」は単に、図１～図３に示すタイプの外部ハウジング内に挿入できるリー
ル組立体を有するものであってよい。他形式のハウジングも又、本発明で役に立つと考え
られ、本発明は、特定の設計のハウジング又は特定の設計の交換用カートリッジには限定
されない。リール組立体２０は、修正テープディスペンサハウジングから取り外し可能で
あって、交換用リール組立体２０で容易に置き換えられるように使い捨てであるのがよい
。
【００４５】
図５Ｄに示すように、クラッチ５０内の粘性材料５２について適正な隙間をもたらすため
に寸法制御手段がリール組立体２０内に設けられている。上述のように、図中の“Ａ”は
、巻取りリール４０と供給リール３０の連結面３２，４２相互間の厚さを示している。厚
さＡは好ましくは、少なくとも約０．０１インチ（０．２５４ミリメートル）に維持され
るが、この空間は、利用される粘性材料５２の正常に基づいて様々であってよい。領域“
Ｂ”は、合致した表面相互間に形成され、かかる領域は、厚さ“Ａ”に応じて様々であっ
てよい。材料の中には、正しく働くためには他の材料よりも大きな厚さ“Ａ”を必要とし
、かくして広い領域“Ｂ”を必要とするものがある。
【００４６】
粘性材料５２をクラッチ５０から押し出すのを回避するために寸法制御手段が利用される
。正しい間隔を確保するため、巻取りリール４０と供給リール３０との間の厚さＡを得る
のに役立つ停止部８０を設けることが望ましい。これら停止部８０は、供給リール３０か
ら壁８２の先端部８１まで延びる円筒形壁８２によって構成される。これら壁８２は、一
方の側部が下シェル１６に当接すると共に他方の側部が巻取りリール４０に当接する。好
ましい実施形態では、壁８２の先端部８１（これは、巻取りリール４０及び下シェル７４
に当接する部分である）は、部品相互間の摩擦を軽減し又は無くすために丸みが付けられ
ている。ただし、これは、本発明の必須の要件ではない。巻取りリール４０の壁及び上シ
ェル７２によっても他の寸法制御手段が得られる。上シェル７２は、下シェル７４と連結
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（嵌合）する外部リップ１５を有している。加うるに、巻取りリール４０は、上シェル７
２に当接する停止部８４を有し、この停止部８４は、カートリッジ７０内でのリール組立
体２０の正しい位置決めを可能にするのに役立つ。
【００４７】
図７Ａ、図７Ｂ、図８Ａ及び図８Ｂを参照して説明すると、リール３０，４０と粘性材料
５２の接触面積を増大させるためリブを粘性クラッチ５０内に設けるのがよい。リブの一
実施形態の例が、図７Ａ及び図７Ｂに示されており、これらの図は、巻取りリール４０の
連結クラッチ面４２の中央から外方に延びる半径方向リブ８６を示している。この実施形
態の巻取りリール４０の円筒形壁４６にはリブ８７が更に設けられている。連結クラッチ
面又は壁に設けられたリブを単独で又は一緒に使用することができる。図８Ａ及び図８Ｂ
は、供給リール３０の連結クラッチ面３２に設けられた同心リブ８８を示している。どの
ようなタイプのリブであってもクラッチ領域５０内において有用である。他の形状のリブ
も又単独で、或いは他形式のリブと組み合わせて用いることができる。なお、本発明は、
図示の形状には限定されない。リブに加えて又はリブに代えて、他の表面処理、例えば表
面模様を用いてもよい。表面処理、例えば、表面模様、リブ又は他の処理は、リール相互
間の摩擦を増大させる。また、かかる表面処理により、クラッチ内の表面積を小さくし、
密封領域を減少させることができる。表面処理は又、潜在的な粘性流体の劣化を遅らせる
のに有用である。というのは、摩擦がリール相互間で生じ、流体に加わる応力が低いから
である。したがって、巻取りリール４０と供給リール３０の連結クラッチ面３２，４２相
互間の面積Ｂを用いる表面処理のタイプに応じて変えることができるということに注目さ
れるべきである。さらに、供給リール表面、巻取りリール表面又はこれら両方に表面模様
又は他の表面処理を施すのがよい。
【００４８】
図６Ａに示すように、クラッチを稼働させる機構を粘性材料が非使用期間後に固まり又は
動かない場合に備えて設けるのがよい。例えば、図６Ａに示すようなノブをハウジングの
巻取りリール４０に設けるのがよい。ノブ９０は、ハウジング１２の上シェル７２に設け
られたボス２４を介して接近できる。ノブを、任意の数の場所に設けてよく、変形例とし
て、供給リール３０と連係させてもよい。加うるに、ノブ９０が巻取りリール４０と供給
リール３０のうち一方に設けられている場合、他方のリールを静止状態に保持する機構、
例えば、他方のリールに設けられた切欠きを保持する開口部（図示せず）を設けるのがよ
い。他方のリールを静止状態に保持する機構は必要ではない場合がある。というのは、テ
ープは、一方のリールの回転を可能にしてその運動を自由にするのを助ける場合があるか
らである。
【００４９】
本発明の種々の説明、実施形態及び特徴を上述したが、種々の特徴を単独で又は任意の組
み合わせ状態で用いることができることは理解されるべきである。図示の別々の実施形態
はそれぞれ、他の実施形態と関連して又は併存して使用できる。したがって、本発明は、
図示の特に好ましい実施形態だけに限定されるものではない。
さらに、当業者であれば、本発明の精神及び範囲に属する変形例及び改造例を想到できる
ことは理解されるべきである。したがって、本願の開示内容から当業者が容易に想到でき
る全ての変形例は本発明の範囲及び精神に属するものであり、本発明の別の実施形態と見
なされるべきである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の一実施形態としての粘性クラッチを有する修正テープディスペンサの
斜視図である。
【図２】　図１の修正テープディスペンサの平面図であり、粘性クラッチの巻取りリール
を示す図である。
【図３】　図１の修正テープディスペンサの側面図であり、上に位置する巻取りリール及
び下に位置する供給リールを示す図である。
【図４Ａ】　供給リールと巻取りリールの両方を有する本発明の一実施形態の粘性クラッ
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チのリール組立体の平面図である。
【図４Ｂ】　図４Ａのリール組立体の底面図である。
【図４Ｃ】　図４Ａのリール組立体の側面図である。
【図４Ｄ】　図４Ｂのリール組立体の４－４線矢視断面図である。
【図５Ａ】　本発明の一実施形態の粘性クラッチを有するカートリッジの平面図である。
【図５Ｂ】　図５Ａに示すカートリッジの側面図である。
【図５Ｃ】　図５Ｂの側面図に対し９０°変位した状態の側面図であり、カートリッジに
設けられていて、修正テープを伸長させる開口部を示す図である。
【図５Ｄ】　図５Ａのカートリッジの５－５線矢視断面図である。
【図６Ａ】　本発明の一実施形態のリール組立体の断面図であり、巻取りリールに設けら
れていて、クラッチの粘性材料を巻取りリールと供給リールとの間に保持するのを助ける
種々のタイプのシール及び供給リールに設けられていて、供給リールの運動を自由にさせ
るのに用いられるノブを示す図である。
【図６Ｂ】　本発明の別の実施形態としてのリール組立体の断面図であり、供給リールに
設けられていて、粘性材料を巻取りリールと供給リールとの間に保持するのを助ける幾つ
かの種々のタイプのシールを示す図である。
【図６Ｃ】　本発明の別の実施形態のリール組立体の断面図であり、粘性材料を巻取りリ
ールと供給リールとの間に保持するのを助けるクラッチ表面の異なる形状を示す図である
。
【図７Ａ】　本発明の一実施形態の巻取りリールの底面図であり、クラッチ領域内に半径
方向リブが設けられている状態を示す図である。
【図７Ｂ】　図７Ａの巻取りリールの断面図である。
【図８Ａ】　本発明の一実施形態の供給リールの平面図であり、クラッチ領域に同心リブ
が設けられている状態を示す図である。
【図８Ｂ】　図８Ａの巻取りリールの断面図である。
【図１】 【図２】
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